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研究成果の概要（和文）：グローバル化が進んでいるにも関わらず，日本の臨床心理学では国際結婚家庭の構成
員をはじめ，社会的マイノリティの実態は充分に明らかになっておらず，かれらに対する支援が困難な状況にあ
る。そのような状況において行った本研究には主な成果が3つある。1つ目は，方法論にも考慮しながら欧米の研
究動向を明らかにしたことである。2つ目は，統計データを用いながら，日本の国際結婚家庭の実態を明らかに
したことである。3つ目の成果は，研究代表者の研究および実践活動を踏まえながら，多文化間カウンセリング
で重要な役割を担い続けている枠組みを，日本の文脈に結び付けながら解説したことである。

研究成果の概要（英文）：Although Japanese society is facing globalization, the reality of social 
minorities, including members of international marriage families, has not been clarified enough in 
Japanese clinical psychology, which makes it difficult to support them. This study tackled this 
problem and produced three main outcomes. The first was grasping trends in Western research of 
multiracial people while considering methodological issues. The second was clarifying realities of 
Japanese international marriage utilizing statistical data. The third was introducing a key 
framework of multicultural counseling in a Japanese context based on research and practical 
activities of the principal investigator of this study.

研究分野： 臨床心理学

キーワード： 臨床心理学　グローバル化　多文化主義　方法論　multicultural counseling

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究が明らかにした欧米の研究動向，および，日本における国際結婚家庭の実態を踏まえながら国際結婚家庭
の構成員について理解に努めることは，よりよい支援とつながるだろう。また，日本では，国際結婚家庭の構成
員をはじめ，文化的に多様な人々に対する支援を提供できる人材が少ないように見受けられるが，そのような状
況に対して，本研究が，多文化間カウンセリングで重要な役割を担い続けている枠組みを，日本の文脈に結び付
けながら解説したことは，多文化間カウンセリングを専門としない支援者も，国際結婚家庭の構成員を含む，文
化的に多様な人々に対する支援を提供可能とさせることに寄与すると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
社会のグローバル化にともない，日本においても①国際結婚家庭において親の立場にある者，

および，そのような夫婦のもとで生まれた②国際結婚において子の立場にある者（「ハーフ」「ダ
ブル」等と呼ばれる複数の背景を持つ人々）が増えている。人種・民族・国籍・文化等が交差す
るため，国際結婚家庭の構成員（①と②の人々）には固有性があることが考えられるが，実態に
ついては充分には明らかになっておらず，支援を展開することが難しい状況にある。さらに，実
証的な研究を困難にさせる別の要因として，セラピストの記憶をもとにした記録をデータとす
る従来型の事例研究に重きを置く日本における実践にもとづいた研究法の課題もあげられる。 
 他方，北米では，心理援助と社会・文化的要因との関係に着目する多文化間カウンセリング
（multicultural counseling）が心理療法の第 4 勢力とみなされたり(Pedersen, 1991)，アメリカ心理
学会が多文化主義にもとづくガイドラインを発表したりと(American Psychological Association , 
2003)，多文化間カウンセリングが重要な役割を担っている。また，複数の人種的背景を持つ人々
（multiracial people）の研究もこの数十年で蓄積されている(Charmaraman, Woo, Quach, & Erkut, 
2014)。 
 このような国内外の状況に対し，研究代表者は（1）日本社会と関係のある民族的マイノリテ
ィについての研究動向の把握（例えば，藤岡, 2014a），（2）日本社会と関わる国際結婚家庭の構
成員の固有性の提示（例えば，藤岡, 2014b），（3）日本における多文化間カウンセリングの展開
の検討（例えば，藤岡, 2013），（4）日本においては新しい研究法の展開（例えば，藤岡・高山・
梅垣・倉光, 2010）を行ってきた。これらを通し，国際結婚家庭の構成員の支援に資する知見を
得るためには，援助活動を展開しつつ，欧米の多文化間カウンセリングの知見を活用する一方で，
事例研究を軸としながら様々な研究法の要素を取り入れた方法論の洗練が求められるという見
解に至った。 
 
２．研究の目的 
そのような背景において申請時当初は，国際結婚家庭の構成員に対する心理援助を通して，以

下の 3 つに取り組むことを目的とした。1 つ目は，課題と支援のポイントを明らかにすることで
あった。具体的には，心理援助活動をもとに国際結婚家庭の構成員が体験する課題と有効な支援
のあり方について検討することを目指した。 

2 つ目の目的は，日本に合った多文化間カウンセリングのあり方を示すことであった。具体的
には，国際結婚家庭の構成員に対する心理援助を行う際に欧米の多文化間カウンセリングの知
見を参照枠として用いた上で，日本に合った多文化間カウンセリングのあり方を検討すること
を目指した。 

3 つ目の目的は，事例研究を軸とした実践にもとづく研究法の洗練を行うことであった。具体
的には，事例研究を軸としながら 1 つ目の研究の目的を行う際，欧米で発展した研究法（例え
ば，質的研究と量的研究を組み合わせた混合法（mixed method））も活用し，実践にもとづく研究
法を発展させることを目指した。 
 
３．研究の方法 
 これらの目的を果たすため，申請時当初は，次の方法を用いる考えであった。まず，研究対象
者に対する募集活動を通してクライエントを支援につなぐ方法を検討する一方で，国際結婚家
庭の構成員に対する心理援助を行う考えであった。そして，心理援助の過程で実証的な質的・量
的データを集め，典型例を事例研究としてまとめることに加え，欧米で発展しているプロセス研
究の手法や系統的事例研究や混合法などを援用した複数の事例を用いた研究を行う考えであっ
た。それらの研究を通して，国際結婚家庭の構成員の課題および支援のポイントをまとめ，学界
だけでなく市民にも情報発信を行う考えであった。また，国際学会／会議への参加，および，映
像資料および文献を通して欧米の最新動向を把握する一方で，それらの知見を上記の過程で参
照しつつ，日本に合った多文化間カウンセリングのあり方，および，実践にもとづく研究法のあ
り方を提示する考えであった。 
 ただ，2 つの理由から， 上記の方法を用いることが困難となった。1 つ目は，研究代表者の異
動であった。まず，2018 年度途中に，現任校に赴任することが決まった。本研究課題では，国際
結婚家庭の構成員に対する心理援助から得られる情報が主要なデータとなる予定であった。し
かし，支援を求める方々に対する募集活動に時間を要することが予想されることに加え，心理援
助は一定期間に渡って行われることが一般的である。これらの点から，心理援助を受ける立場の
方々に不利益が生じないよう，異動前に学内倫理審査の申請を行うのを見送った。そして，2019
年度より所属が変わり，現任校での新たに担当することになった授業の準備をはじめ，環境の変
化に適応するために多くの時間と労力を要することとなった。さらに，2019 年度は，現任校で
予期せぬことも起こり，その対応にも時間と労力が割かれた。また，研究環境の変化にともない，
研究実施のあり方について再度検討することが求められる状況となった。これらのため，異動後
の倫理審査の申請が 2019 年終盤となった。 
当初予定していた方法を用いることが困難となった理由の 2 つ目は，新型コロナ・ウィルスの

感染拡大である。2019 年度終盤に現任校にて倫理審査を受け，承認が得られたが，その時期以
降，新型コロナ・ウィルスの感染拡大が始まった。当初予定していた方法は，一定期間にわたり
対面形式で心理援助活動を行いながらデータ収集を行うものであった。だが，このようなデータ



収集法を用いることは，心理援助を受ける立場の方々に不利益が生じる可能性があった。そのた
め，新型コロナ・ウィルス感染症の収束が見えない状況において，心理援助にもとづく研究の実
施は見合わせた。 
 しかし，このような状況においても，当初の目標達成に近づけるため，3 つの方法を用いるこ
ととした。1 つ目は，方法論にも考慮した欧米の研究動向の把握であった。2 つ目は，国際結婚
家庭の実情が充分に理解されていない中，統計データを用いながら実態を把握することであっ
た。3 つ目は，これまでの研究および実践活動を踏まえながら，多文化間カウンセリングで重要
な役割を担い続けている枠組みを，日本の文脈に結び付けながら解説することであった。 
 
４．研究成果 
 以下，上記 3 つの方法を用いた研究成果をそれぞれ分けて記す。その上で，研究成果全体に対
する考察を行う。 
 
（１）方法論にも考慮した欧米の研究動向の把握 
まず，複数の人種的背景を持つ人々を対象とした心理援助をもとにした査読付きの臨床的事

例研究のレビュー研究を行った(藤岡, 2017a)。そこでは，臨床的事例研究の意義等も論じながら，
欧米における複数の人種的背景を持つ人々を対象とした研究および心理援助の傾向を明らかに
した。例えば，複数の人種的背景を持つことによる固有な体験が，直接あるいは間接的にかれら
が抱える症状／問題につながるという傾向が明らかになった。さらに，明らかにした点を踏まえ
た今後の研究面および実践面での課題も示した。 
また，複数の人種的背景を持つ人々を対象とした研究動向の把握を，計量テキスト分析も活用

しながら行った(藤岡勲, 2021)。その結果，①青年期（およびその前後）の時期の研究数が多いこ
と，②「identity」が（成人においても）テーマとなりやすいこと，③「Adolescence (13-17 歳)」
でメンタルヘルス的なものが出やすいこと（図 1），④「Young Adulthood (18-29 歳)」で人間関係
的なものが出やすいこと（図 2）が示唆された点を中心に明らかにした。そして，明らかにした
点の実践的意義について論じた。さらに，文献タイトルに対して計量テキスト分析を行うことが
研究動向を把握する上で有効となり得るという方法論的意義についても論じた。 

 
図 1 Adolescence（13-17 yrs）を対象とした     図 2 Young Adulthood（18-29 yrs）を対象とした 

文献タイトルの共起ネットワーク（藤岡, 2021, p. 96）         文献タイトルの共起ネットワーク（藤岡, 2021, p. 97） 

 
（２）統計データを用いた国際結婚家庭の実態把握 
日本における国際結婚家庭の実情を理解するために，まず，外国人の増減にともない国際結婚

も増減するのかを，日本全国・東京都区部・名古屋市・大阪市の 1996～2015 年統計データ（人
口動態統計および政府／地方公共団体が公開している統計）をもとに検討した(藤岡, 2017b)。そ
の結果，図 3 に記すように，「外国人の増減にともない国際結婚も増減する」という仮説は一部
支持されたものの，エリアや性別の違いによっては支持されないことも明らかになった。 

adolescent
identity

issue

development

youth
race

parentage

adolescence

experience

attitude

behavior

girl

consideration

counseling

casefamily

heritage
student

identification

parent
predictor

stress

study

symptom

treatment

s

biracial

child

racial

school

multiracial
mixed

black

white

psychological

adolescent
african

social

bicultural

black-white

ethnic

multiple

transracial

be

counsel

examine

live

young

Subgraph:

01   
02   
03   
04   

05   
06   
07   

Frequency:

10

20

30

identity

woman

development

attitude

child
mother

study

adult

process

relationship

therapy

use

race

issue
people

self-esteem

practice

understanding

they

s

biracial

white

experience

black

racial

young

multiracial

ethnic

adolescent

mixed

qualitative

interracial

psychological

parentage

social
be

negotiate

Subgraph:

01   
02   
03   
04   

05   
06   
07   

Frequency:

10

20

30



図 3 日本全国・東京都区部・名古屋市・大阪市における登録外国人と国際結婚の割合の推移（藤岡, 2017a, p. 338） 

 
さらに，日本における国際結婚家庭の実態を理解するために，国際結婚夫婦の組み合わせに対

する民族とジェンダーの交差性の影響を，日本全国・東京都区部・名古屋市・大阪市の 1996～
2015 年人口動態統計をもとに検討した(藤岡, 2018)。その結果，図 4 および図 5 に記すように，
国際結婚の組み合わせに対して，日本社会に通底するような民族とジェンダーの交差性の影響
があることが示唆された。具体的には，4 エリアにわたる共通性として，妻外国籍の上位 3 か国
は「中国」「韓国・朝鮮」「フィリピン」である一方で，夫外国籍の上位 3 か国は「中国」「韓国・
朝鮮」「米国」であることが明らかになった。このような日本社会に通底するような側面がある
一方で，国際結婚の組み合わせに対して，エリア特有の影響があることも示唆された。 
 

図 4 国際結婚における妻の国籍（日本以外）として割合の大きい上位 3 か国の割合の推移（藤岡, 2018, p. 191） 

 

図 5 国際結婚における夫の国籍（日本以外）として割合の大きい上位 3 か国の割合の推移（藤岡, 2018, p. 191） 

 
（３）日本の文脈に結び付けた多文化間カウンセリングの枠組みの解説 
日本にあった多文化間カウンセリングのあり方について検討する際に鍵となる「文化的に多

様な人々に関わる能力（multicultural competence）」について解説を行った(藤岡, 2022)。具体的に
は，文化的に多様な人々に関わる能力の 3 つの構成要素である，①他者についての「知識
（knowledge）」，②自分自身に対する「気づき（awareness）」，③行動に移す上での「スキル（skills）」
について，日本の文脈と結び付けながら説明を行った。 
 
（４）総合考察 
 以上の研究成果から，国内外の動向を一定程度示すことが可能となった。具体的には，欧米の
研究動向，および，日本における国際結婚家庭の実態を示した。これらを踏まえながら，国際結
婚家庭の構成員に対する理解に努めることは，よりよい支援とつながるだろう。 
 また，日本では，文化的に多様な人々に対する支援を提供できる人材が少ないように見受けら
れる。その理由として，多くの支援者が，多文化間カウンセリングについて知らない可能性が挙
げられる。そのような状況に対して，文化的に多様な人々に関わる能力について，日本の文脈と
結び付けながら解説を行ったことは，多文化間カウンセリングを専門としない支援者も，国際結
婚家庭の構成員を含む，文化的に多様な人々に対する支援を提供可能とさせることに寄与する
だろう。 
 今後は，本研究の成果を活かしながら，国際結婚家庭の構成員をはじめ，文化的に多様な人々
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の支援を展開させることが求められる。そして，当初計画していた「研究の方法」に記した内容
を踏まえながら，実践知を発信することが重要となるだろう。さらに，本研究を通して，文化的
に多様な人々の支援を提供できる人材の育成も重要なテーマであるという見解にも至った。し
がって，引き続き，欧米の研究動向，日本の実情，日本に合った多文化間カウンセリングのあり
方を示し続けるだけでなく，セラピスト訓練にも取り組むことが肝要と言えるだろう。なお，こ
れらに取り組みながら，方法論についても検討し洗練させることも求められるだろう。 
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